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1　はじめに
技術は社会と相互作用することで発展していき、その中

では新しい技術が社会に即座に受容されないことによる技
術の悪夢の時代もやってくる [1]。技術により社会を変革す
るためには技術と社会の相互関係をモデル化する研究も必
須である。本研究は技術と社会の関係を理解しモデル化し
ていくことを目指している。技術と社会の関係は言うまでも
なく多数のフェーズ、多様な側面がある。研究では、関連
する課題に取り組み、対応するモデルを一つ一つ構築して
いくことを通じて、包括的で多面的なモデルに組み上げて
いくことを目指している。

本稿で示すのはそうした研究の一事例として我々が位置
づける、環境製品の社会普及モデルの構築の研究の内容
である。本研究は経済産業省の地球温暖化問題対策調査
の一環として実施した [2][3]。

本調査の研究のプロセスは次のとおりであった。
1. 研究の目標の明確化（本稿 2 章）

2. 既存モデルの調査（同 3 章）
3.モデルの決定（同 4 章）
4. データの収集（同 5 章）
5. ツールの作成（同 6 章）
6. 分析（同 7 章）
本研究ではモデルとして、3 つの既存のモデル枠組みを

統合して用いた。1 つは製品普及モデルである Bass モデ
ル、第 2 は消費者選好モデルに関連するコンジョイント分
析、3 つ目は技術進歩による価格低下のモデルである学習
曲線モデルである。基本的には第 1 の Bass モデルをベー
スにした。以下本稿では上記の各過程を各章で記す。次
章で本研究の目標を記し、3 章で製品普及分析に関連する
既存研究を示す。4 章で本研究で構築したモデルを示す。
5 章では収集したデータを示し、6 章ではモデルとデータを
簡易に使用できるように作成したツールを示す。7 章では省
エネエアコンの普及評価に適用した例を示し、最終章で結
論と今後の課題を示す。
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研究に際しては上記の 6 過程が一方向に円滑に進んだ
わけではなかった。特に 1と 3 の議論を往き来する作業を
何度も繰り返した。つまりモデルを考慮する中で、研究の
目標を再検討し、それに応じてモデルを再構成したり元に
戻したりという作業を繰り返し行った。その過程について
は 4 章で記す。

2　研究の目標の明確化
本研究は経済産業省の地球温暖化問題対策調査の一環

として実施した。本調査の目標について、当初から明らか
だったものと、研究を進める中で明らかにしていったものが
あるが、以下に併せて示す。

本調査は環境製品の普及予測・分析を目標とした。分析
対象製品は次のとおりであった。
（1）温暖化対策（CO2排出削減）に寄与する製品
（2）一般消費者が購入者である製品

具体的には、省エネ自動車（ハイブリッド車等）、省エネ
家電 （省エネエアコン・冷蔵庫等）、高効率給湯器、高効
率照明、家庭用太陽光発電システム等である。
　また、誰の視点に立つ分析かという点については、
（3）「政策決定者」にとって有用な普及分析とした。次のよ
うな問いに答えることが調査の目標であった。
−分析対象の環境製品が今後どれくらいの早さでど　
　　こまで普及が進むか？
−その環境製品に補助金を付与したときに、その普及
　　への影響はどの程度か？
−その環境製品の省エネ性能が今後さらに向上すれ
　　ば普及への影響はどの程度か？
最初の問いを基本分析と呼び、後の 2 つを変化影響の

分析あるいは感度分析と呼ぶ。要件として、
（4）基本分析、感度分析の実施を可能にする
また、
（5）分析を容易に行えるよう「分析ツール」を作成する
最後に普及分析の期間について、
（6）「数十年の長期」を対象とした分析
とした。

最初の 2 点（対象製品）は調査開始当初から決定して
いたが、後の 4 点は自明ではなかった。後の 4 点を明確
化することが、分析に適するモデルを選択・決定するのに
必要であることが研究を進める中で明らかになってきた。4
節で再度触れる。

3　既存モデルの調査
製品の普及分析のモデルは大きく2 つに分類できる。

1 つはロジスティック曲線モデル（Bass モデル）であり、も

う1 つは消費者選好モデルである。以下で概要と特性を示
す。また技術・生産革新のモデルとして良く取り上げられる
のが、新技術の長期の価格低下の推移を記述する学習曲
線モデルである。併せて記す。
3.1　Bassモデル[4]-[6]

製品の普及曲線は S 字型の形状を示すことが多い。図 1
に過去の代表的な製品の普及曲線を示す。Frank Bass は、
元々物理学や生物学で用いられてきたロジスティック曲線モデ
ルに購買行動の解釈を与えて普及モデルとして定式化した[4]。

数学的な定式化は次のとおりである。Xt をt 期の新規購
入者数、N を最終的な普及数（率）、nt をt 期の普及率（N
に対する割合）とすると、

Xt=（ p+r・ｎｔ）・（1−nt）・ N　　　　　　　　　（1）

で定式化される。p が革新係数、r が模倣係数と呼ばれ
る。図 1ではN・nt が縦軸、Xt が曲線の傾きに相当する。
式（1）は

 −=（ p+r・ｎｔ）・（1−nt）    　　　　　　　　（2）

とも表せる。境界条件をnt=0=0 とすると、nt は次式であ
る [2][6]。

   ｎｔ=                                     （3）

式（1）、 （2）、 （3）より、3 つのパラメータ p, r, N が決定
されれば、Xt , nt の時間推移が決まる。

環境製品の普及分析への応用では、1980 年代に欧州の
IIASA（国際応用システム研究所）が新エネルギー技術の
普及予測に用いた。Bass モデルは普及の長期の時間推移
を近似することができる一方、変化要因があったときの影
響分析が困難である。例えば補助金政策によって製品価
格が変化したときの普及への影響の分析や消費者選好の

図1　過去の主な製品の普及推移曲線
縦軸は世帯普及率。出典：携帯電話以外は内閣府経済社会総合研究
所「家計消費の動向−消費動向調査年報」、携帯電話は総務省「通
信利用同行調査報告書世帯編」。
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で依拠した説得性は 3 種ある。①結果の説得性、②論理
の説得性、③類推の説得性、である。①はモデルの結果
と現実が一致することによる説得性であり、本来最も説得
力がある。しかし予測の場合現実の結果が得られないこと
が多く（例えば「20 年後の普及」は現時点で分からない）、
この基準は使えないことが多い。しかしモデルが普及実績
を説明できない際に、反証、つまりモデルの非妥当性を知
るのに使える。②はモデルの前提と論理が妥当であること
による説得性であり、③は現実と類似のケースをモデルが
参照することによる説得性である。

これらを踏まえ本研究のモデル決定の過程を示すと図 3
のとおりである。当初消費者選好の把握が第一と考え、消
費者選好モデルベースの普及モデルを構築した。しかし現
実と符合する普及曲線を描けず（①が×）、そこでいくつか
の補正を加えて現実と符合するものとしたが、結局は予測
値に対する十分な説得性が得られなかった（②が×）。ここ
でモデルを再考した。再考の中で鍵になったのは、普及分
析の対象が長期間（数十年）か短期間（数年）かという点
であった。短期に対しては消費者選好モデルが、長期に
は Bass モデルが有効であることに気づいた。これは既存
文献にも記載がなかった点である。本研究が長期を対象
とすることを確認し、Bass モデルベースのモデルとした。
Bass モデルでは類似製品の普及係数を参照することがで
きる（3.1 節）。これにより例えばハイブリッド車の普及には
過去の他の自動車製品（AT 車等）と同様に 40 年から 50
年を要することや、省エネ型家電の普及には関連製品と同
程度の年数を要すること等を参照することができる。これ
は③の類推の説得性である。

次に Bass モデルで困難な感度分析を可能にするため
に、消費者選好モデルを組み入れることを図った。統合の
方法は次節で示す。検討した統合法の中で最善の説得性
を持つと判断した（②が最良）。ただしこの統合方法はま
だ議論の余地があると考えている。
4.2　モデルの定式化

本研究では Bass モデルの元の式（1）を修正して次のモ
デル式でモデルを定式化した。

変化が普及に及ぼす影響の分析が困難である。これまで
Bass モデルを拡張して価格変化や製品広告の影響をモデ
ルに組み入れようとした試みもなされてきたが [5][6]、十分な
実績統計データがあることが前提であり、実際の適用は困
難であった。
3.2　消費者選好モデル

消費者の製品選好モデルを構成して、それに基づき普及
を分析するアプローチがある注 1）。消費者選好モデルの単
純な形としては、消費者が最も経済的に合理的な技術・製
品を選択するという仮定を置くものがある。また消費者の
選好と意思決定をさらに精緻にモデル化するものもあり、
精緻なモデル化には後述のコンジョイント分析が良く用い
られる [7][8]。こうしたアプローチは価格や性能等の変化が
消費者選好に及ぼす影響を精緻に分析できるため、その
変化が普及に及ぼす影響を分析できることが長所である
が、原則として時間項を持たないため、普及の時間推移、
特に長期推移を分析するのが困難である。
3.3　学習曲線モデル

学習曲線モデルは工業製品のコスト低下の分析に用いら
れる [9][10]。新しい製品は量産とともにコストが低下する傾
向がある。学習曲線はその傾向を記述するモデルである。
図 2 は太陽電池の生産量と価格の推移実績である。過去
の実測からは「累積生産が 2 倍になると生産コストや生産
に要する時間が一定割合だけ低下する」という経験則があ
る。低下の割合は半導体産業で 15 〜 30 %、機械組立産
業で 5 〜 20 %とされる [10]。
3.4　既存モデルの特性

以上のモデルの特性を表 1 にまとめる。

4　モデルの決定
4.1　モデル決定までの過程

前節で 3 つの既存モデルを示した。これらをいかに用い
るか（あるいは用いないか）、いかに統合するかについては
長い試行錯誤が必要であった。この過程で研究目標を明
確化し、説得性の高さを基準にモデルを構成した。本研究
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図2　太陽電池の生産量と価格の推移

普及推移を総体で見るマクロモデル。
長期の普及推移分析に適する。
感度分析が困難。
 
普及を消費者選好から見るミクロモデル。
短期の普及推移分析と感度分析に適する。
長期の普及分析は困難。
 
工業製品のコスト低下の推移のモデル。

Bass モデル

消費者選好モデル

学習曲線モデル

モデル 　　　　　　　　特性

表1　既存モデルの特性
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   Xt=（ p+r・ｎｔ）・（1−nt）・ N・−                （4）

式（1）にHt /H0 を乗じた形である。Ht, H0 は消費者選
好モデルを反映して算出される値であり次の定義とする。
消費者は環境製品（EC）と従来製品（TR）の 2 つの選択
肢を持つとし、消費者（i）の環境製品と従来製品に対す
る選好の差（Ui,EC –Ui,TR）の分布を求める。U の定義は 4.4
節で示す。H を従来製品よりも環境製品を選好する消費者
の割合（Ui,EC –Ui,TR >0 を満たす消費者i の割合）とする。
現状の水準（s 値）で求めたH 値をH0、t 期のH 値をHt

とする。H 値は補助金や性能向上等により変化するので、
式（4）は、環境製品を選好する消費者の割合Ht がt 期
に変化すると、その変化率分だけt 期の新規購入者Xt が
変化するとしたものである。Ht がt 全体を通してH0 と同値
であれば Bass モデル曲線と同一になる。
4.3　普及係数の設定（式（4）の p, r, N）

分析対象製品に対する普及係数（ p, r, N ）の設定は、
一般に製品の普及状況に応じて次のように設定する [6]。
（1）製品がすでにある程度普及している場合：それまで

の普及推移（Xt , nt の実績値）から p, r, N 値を推定する。
（2）製品が市場に投入されたばかりであるか、まだ投入さ
れていない場合：過去の類似製品の普及における p, r, N 
の値を適用する。

本研究では原則として（2）の方法で過去の製品の普及
係数値を参照して設定する。
4.4　消費者選好モデルの設定（式（4）のH  ）

消費者層i の製品k に対する選好Uik は、次のように選
好の要素j の項の和で定義する。

Uik=Σwij・skj　　　　　　　　　　　　　（5）

j は選好要素項目（属性）であり、skj は製品k の属性 j
の値（水準）である。7章で示す省エネ型エアコンの例では、

 k={ 通常型エアコン、省エネ型エアコン } 
 j ={ 初期価格、年間電気代、環境イメージ、その他 } 

とした。設定の1例である。wijは各要素の選好の重みであ
り、定量化にはコンジョイント分析を用いる。以上よりUikを
定量化し、それを元に式（4）のH値を算出する。5.2節と7.2
節で例を示す。
4.5　分析のフロー

図 4 に分析の流れを示す。最初に基本設定を行う。ま
ず分析の開始年と終了年を設定する。次に対象製品の普及
係数p, r, N を設定する（4.3 節の方法）。次に消費者選好
モデルを設定する。式（5）を消費者選好モデルの形式と

1. 目標検討
政策の影響分析、
感度分析（2節の
(3),(4)）を重視

3. モデル
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3. モデル
式(4)

予測（感度分析）
の説得性○
と判断。

論理の説得性○
（議論の余地あり）

長期

図3　モデル作成の過程

Ht

H0
j

図4　分析の流れ

　 1. 基本設定
　　　・予測の開始と終了年の設定
　　　・普及係数（　,　,　）の設定
　　　・消費者モデルの選択（　,　 の設定）
　　　・製品属性の水準値（　 ）の設定
　　　・学習曲線モデルの設定

　 
　2. 基本ケースの設定
　　　・時系列の変化項目の設定
　　　→ シミュレーション（式(4)）

　
　 3. シナリオケースの設定
　　　・時系列の変化項目の設定
　　　→ シミュレーション（式(4)）

N p  r
j wij

skj
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して、同式の属性の項目j を決定し、コンジョイント分析の
結果に基づき選好重み係数wij を設定する。製品属性の水
準値skj を設定する。また学習曲線モデルを設定し、基本
ケースにおける環境製品の価格低下推移を設定する。また
基本ケースにおける属性の水準値の変化を設定する。学習
曲線以外の要因による価格変化要因（例えば補助金）等
があれば設定する。基本設定と併せた以上の設定に基づ
き、式（4）により普及をシミュレートする。これが基本ケー
スの普及予測である。

次にシナリオケースを設定し、シナリオ分析を行う。基
本ケースとは異なる属性の水準値の変化を設定する。例え
ば補助金や炭素税等の政策的措置や技術進歩による属性
水準値の将来変化をシナリオとして設定する。基本ケース
と同様に式（4）に基づき普及をシミュレートする。

5　データの収集
5.1　過去の製品の普及係数値

過去の製品の普及係数を参照するために、過去の製品
の普及曲線を収集し、普及係数を抽出した。図 5 は洗濯
機の普及推移実績と Bass モデルによる近似曲線である。
本研究では 28 の製品の普及曲線を収集した。表 2 はこの
うち 20 製品の普及係数値である。表の最右列には、普及
率が 10 %から 50 %に至る年数を普及の早さの目安として
示している。販売開始から飽和までは概ねこの 4 倍から 5
倍の年数を要する。自動車関連では 40 年から 50 年、60
年代のテレビなど家電で普及の早いものでは 10 年程度で
ある。
5.2　コンジョイント分析

本研究では 3 件のコンジョイント分析を実施した。それ
ぞれ、1） 10 万円前後の家電製品、2） 100 万円程度の家
屋の付帯設備、3） 自動車製品、に対して実施した。1）の
10 万円程度の家電製品を対象にしたコンジョイント分析の
方法と結果を示す。

ウェブ上で統計的にサンプリングして選定した 1,112 名の

回答者に対して実施した。属性j は初期価格、年間電気代、
製品信頼性、環境性能の 4 属性とした。図 6 はプロファイ
ルの例である。図の 2 枚のプロファイルは 「製品価格」と 
「環境性能」の水準が異なる。各回答者に 12 枚ずつのプ
ロファイルを提示し、各プロファイルの望ましさを 7 段階で
回答してもらい、回答をもとに各回答者 i の各属性 j に対
する選好重み係数（式（5）のwij）を算出した。

各属性は製品価格に換算すると回答者平均で以下の価
値を持つと算出された。
・年間電気代が1,000円安い　→ 製品価格が5,500円  
　安いことと等価。
・製品信頼性が高い　→ 製品価格が10,000円 
　安いことと等価。
・環境性能が良い　→ 製品価格が32,900円 
　安いことと等価。

図5　洗濯機の世帯普及率の推移（実績）とBassモデルによる
近似曲線（ p=0.044, r=0.165, N=101.2）

表2　過去の製品の普及係数値

図 6　コンジョイント分析のプロファイルの例

非常に魅力的どちらとも言えない全く魅力的でない

選択肢２

普通環境性能高い製品信頼性

①　　　　②　　　　③　　　　④　　　　⑤　　　　⑥　　　　⑦

選択肢１

15,000円年間電気代10万円製品価格

非常に魅力的どちらとも言えない全く魅力的でない

良い環境性能高い製品信頼性
15,000円年間電気代12万円製品価格
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製品 期間 N p r 早さ

水洗トイレ 1964-2003 118.1 0.12 0.133 17

AT車(軽を除く) 1958-2005 87.8 0.00042 0.182 14

AT車(軽) 1959-2005 87.8 0.00053 0.182 13

電子レンジ 1970-2004 100.5 0.0059 0.151 13

パソコン 1987-2006 76.5 0.011 0.190 13

蛍光灯 1953-2005 76 0.021 0.099 13

エアコン 1961-2003 92.3 0.0069 0.148 12

ステレオ 1961-2004 65.9 0.041 0.145 12

温水洗浄便座 1992-2006 112.2 0.023 0.067 12

乗用車 1960-2003 90 0.011 0.120 11

ファクシミリ 1964-2006 118.1 0.0095 0.142 10

全自動洗濯機 1983-2004 77.8 0.00014 0.313 9

ガス瞬間湯沸器 1966-1981 80 0.038 0.260 8

CDプレイヤ 1987-2004 62.3 0.012 0.530 6

洗濯機 1955-1979 101.2 0.044 0.165 6

VTR 1978-2004 84 0.0042 0.410 5

冷蔵庫 1955-1982 98.1 3.6x10-7 0.429 5

白黒TV 1955-1968 95.9 0.013 0.681 4

カラーTV 1967-1982 99.2 0.00023 0.638 3

携帯電話 1993-2007 92 0.00042 0.709 3

普及推移データの出典は主に内閣府経済社会総合研究所「家計消費
の動向−消費動向調査年報」平成16年版、平成18年版。
最右列は普及率が10 %から50 %に達するまでの年数。
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この結果（wij）と製品スペック（skj）から選好関数（式（5）
のUik）を定式化し、式（4）のH 値を計算し、普及分析
に用いた。7.2 節で具体的に示す。

6　ツールの作成
以上のモデルとデータに基づき分析を簡易に行うツールを

作成した。図 7 がツール画面である。画面の左上部分で基
本設定と Bass モデルの設定を行う。普及係数は数値を直
接入力するか、選択肢の過去製品から選択するとその係数
値が設定される。右部分で消費者選好モデルの設定とシナ
リオケースの設定を行う。左中央・左下に結果が出力される。

7　分析
上節で示した方法とツールを用いて、省エネ型エアコン、

省エネ型冷蔵庫、ハイブリッド自動車、高効率給湯器、
電球型蛍光灯、太陽光発電システムの普及分析を行った。
本節ではその中で省エネ型エアコンの普及分析を示す。

エアコンは家庭の電力消費の中で最も多い約 25 %を消
費している注 2）。エアコンは過去約 10 年でも省エネ性能が
向上しており注 3）、省エネ型エアコンの普及は温暖化対策に
効果を持つことが期待されている。
7.1　設定

分析では、従来型のエアコン（TAC） と省エネ型のエア
コン（EAC） の 2 種類があると仮定し、消費者はいずれか
を選択する。省エネ型エアコンが 2000 年から普及開始す
ると仮定し、分析期間を 2000 年から 2040 年とした。消
費者の選好関数を以下の形とした。

　Ui, EAC = wi , 初期価格・tEAC, 初期価格 

+ wi , 年間電気代・tEAC, 年間電気代

+ wi , 環境イメージ・tEAC, 環境イメージ 
+ wi , その他・tEAC, その他

　Ui, TAC = wi , 初期価格・tTAC, 初期価格 
+ wi , 年間電気代・tTAC, 年間電気代

+ wi , 環境イメージ・tTAC, 環境イメージ 
+ wi , その他・tTAC, その他

				    　　　（6）
省エネ型エアコンと従来型エアコンの製品スペックは、省

エネルギーセンターの HP 掲載のモデルケースを参照して
設定した注 4）。表 3 に示す。

省エネ型エアコンの最大普及数は家庭用エアコンの現在
の普及数である約 1 億 3 千万台とした注 5）。革新係数と模倣
係数はともに過去のエアコンの普及曲線から抽出した係数
値（表 2）を用いた。省エネ製品の価格は学習曲線モデル

図 7　普及分析ツール画面

CO2削減効果推移

予測普及曲線

基本設定

切り替え
消費者選好データの

の設定部
シナリオ（変化要因）

　縦軸 ： 消費者数）
（横軸 ：　　－
選好分布の表示

曲線定数の設定
製品スペック、学習

変化する）
（学習曲線や補助金により
省エネ製品の価格推移

　入力する。
　または、係数値を直接
　が設定される）。
　（当該製品の普及係数
　類似製品を選択する
普及係数 (　　) の設定 i,EC U Up, r i,TR

表3　省エネ型エアコンの普及分析の設定

項目 設定値

予測開始年 2000年

予測終了年 2040年

最終普及数 1億3千万台（今日の普及数）

革新係数 （　） 0.0069（エアコンの 　値）

模倣係数 （　） 0.148（エアコンの 　値）

従来製品 ： 84,000円

省エネ製品 ：134,000円

学習曲線に影響する

価格分
50,000円

学習曲線定数 0.1

従来製品 ： 27,000円／年

省エネ製品 ：19,000円／年

初期価格

年間電気代

ｐ ｐ

ｒ ｒ

環境イメージ

CO2 削減効果 115 kg-CO2/ 台・年

従来製品：0
省エネ製品：1
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により、省エネ製品と従来製品の価格差の 5 万円が学習
曲線定数 0.1 で縮小して低下するとした。省エネ製品の普
及 1 台あたりの CO2 削減効果は電気代差 8,000 円を換算
して 115 kg-CO2/ 年とした。表 3 にまとめる。

シナリオケースとして、省エネ型エアコンに補助金を付与
する 3 つのシナリオを設定した。1台あたり2 万円の補助金
を想定した。シナリオは、1 つは 2008 年度から 2030 年度
の間付与するものとし、基本ケースと比較して補助金の効
果を検証する。第 2 と第 3 はそれぞれ補助金の付与期間を
2008 年度から 2013 年度、2015 年度から 2020 年度とし、
補助金付与の時期による効果を比較した。
7.2　結果

基本ケースと補助金付与ケースでの消費者選好の分布を
図 8 に示す。基本ケースではサンプル消費者（コンジョイン
ト分析対象者）1,112 名のうち、従来型エアコンより省エネ
エアコンを選好する消費者（Ui, EAC – Ui , TAC ＞ 0 を満たす
消費者 i）が 675 名であった（H0 = 675/1112 =0.61）。約
6 割の消費者が省エネエアコンを選好する（図 8）。補助金
で 2 万円製品価格が安くなったときの選好分布では Ht = 
751/1112 =0.68 であった（同図）。

これらのデータを利用して式（4）で省エネ型エアコン
の普及推移をシミュレートした。結果を図 9 に示す。基本
ケースで省エネ型製品が 2020 年に 49 % （6,400 万台）、
2030 年に 87 % （1 億 1 千万台） に達し、2040 年にほぼ
飽和する。普及による CO2 削減効果は、2020 年に 740 万
t-CO2、2040 年に 1,400 万 t-CO2 であった。補助金付与シ
ナリオ（2008-2030）では、2020 年、2030 年に普及がそ
れぞれ 57 % （7,400 万台）、92 % （1 億 2 千万台） に増加
した。

補助金期間が 2008-2013 年と 2015-2020 年の場合で
は、2020 年を過ぎるといずれの場合もほぼ同じ数の普及
になった。しかし前者の方が普及の初期であるため、補助
金を付与する台数は後者より少数で済む。付与数の合計は

前者は後者の約 2/3 であり、費用負担も 2/3 である。この
結果は補助金の付与は普及の初期の方が効率的であること
を示唆している。

8　結論と課題
本研究では温暖化対策に資する環境製品の社会受容モ

デルを構築した。本研究を発展させるとともに、本モデル
を1 つのコンポーネントにした より大きな技術と社会の相
互関係のモデル化の研究に発展させていくことを目指す。

本研究の課題としては 1 つは本研究で仮定した Bass モ
デルと消費者選好モデルの統合の方法（式（4））の妥当性
の検証がある。統合法の妥当性を予測の精度という観点
で、データに基づき検証する方法を検討する。第 2 は本研
究の目標が長期の普及分析であったことから、本研究では
Bass モデルをベースにしたモデルを構築し、普及係数（式
（4）のp. r. N）の設定は過去の類似の製品の普及係数
値を参照することとした。本研究では類似の製品を分析者
が設定することとしたが、類似であることの基準があるこ
とが望ましい。係数値を参照する製品を選択する指針を検
討したい。

今後、本モデルでは明示的に取り扱わなかった企業の意
思決定や、政府の産業技術政策の効果、公的研究の社会
影響評価 [11] 等も併せて技術と社会の相互関係のモデルと
して発展させていくことを目指す。

謝辞
本研究は経済産業省の平成 18 年度地球温暖化問題対

策調査「温暖化対策の技術選択モデルに関する調査」で
実施した内容に基づく。当調査研究で協働した東京大学 
藤本 淳教授、大阪大学 梅田 靖教授、システム技術研究
所 槌屋治紀所長に謝意を表する。

図8　消費者選好の分布
横軸：Ui, EAC−Ui, TAC ，縦軸：人数（計1,112名）

図9　省エネ型エアコンの普及分析結果
縦軸：%（100 %は1億3千万台、そのときのCO2削減効果は約1,500万
t-CO2（日本の総CO2の1 %強））

2000 2040203020202010

20

80

60

40

0

100
基本ケース
補助金 : 2008-2030
補助金 : 2008-2013
補助金 : 2015-2020

120

100

80

60

40

20

0
1 2 3 40-1-2-3-4

基本ケース
補助金シナリオ



研究論文：産業技術の社会受容（松本ほか）

− 30 − Synthesiology　Vol.2 No.1（2009）

執筆者略歴
松本 光崇（まつもと みつたか）

1994 年京都大学工学部卒業、1996 年同修士課程修了。2002 年
東京工業大学博士課程修了、博士（学術）。NEC 中央研究所勤務を
経て、2006 年産総研入所。修士課程までは人工知能分野で認知現
象・言語現象のモデル化研究に従事。博士課程以降は社会現象のモ
デル化と応用の研究に従事。本論文ではモデル構築、ツール開発、
普及分析を担当した。

近藤 伸亮（こんどう しんすけ）
1999 年東京大学大学院工学系研究科博士課程修了、博士（工学）。

東京大学人工物工学研究センター、東京都立大学大学院工学研究科
を経て、2005 年産総研入所。環境調和設計、循環型生産システムな

吉川弘之，内藤耕：「産業科学技術」の哲学，東京大学出
版会, 東京 (2005).
東大先端研：平成18年度 温暖化対策の技術選択モデルに
関する調査報告書, (2007).
松本光崇、近藤伸亮、藤本淳、梅田靖，槌屋治紀，増井慶
次郎，李賢映：クリーンエネルギー自動車の普及評価モデ
ルの構築, エネルギー・資源, 29(3), 49-55 (2008).
F. M. Bass: A new product growth model for consumer 
durables, Management Science , 15(1), 215-227 (1969).
V. Mahajan, E. Muller and Y. Wind eds.: New product 
diffusion models , Kluwer Academic Publishers, New 
York (2000).
片平秀貴：マーケティング・サイエンス，東京大学出版会, 
東京 (1987).
J. H. Roberts and G. L. Urban: Modeling multi attribute 
utility, risk and belief dynamics for new consumer 
durable brand choice, Management Science , 34(2), 167-
185 (2000).
長谷川貴彦，吉田好邦，松橋隆治：消費者の選好を考慮し
た燃料電池自動車の普及可能性評価, エネルギー・資源, 
27(2), 46-52 (2006).
R. Dolan and A. Jeuland: Experience curves and 
dynamic demand models: implications for optimal 
pricing strategies. Journal of Marketing , 45, 52-62 
(1981).
槌屋治紀，小林紀：学習曲線による燃料電池コストの分析, 
エネルギー・資源 , 24(4), 57-64 (2003).
M .Matsumoto ,  S .Yokota ,  K .Na ito  and J . Itoh : 
Development of a calculation method estimating 
science-based innovation impact, Proceedings of the 
R&D Management Conference 2008 , (2008).

参考文献
［1］

［2］

［3］

［4］

［5］

［6］

［7］

［8］

［9］

［10］

［11］

注1）例としては森田他によるAIM End-use model 等。
注2）出典：資源エネルギー庁「平成16年度電力需給の概要」 
直接の出典は省エネルギーセンターHP（http://www.eccj.or.jp/
catalog/2006s/memo/3.html）
注3）冷暖房兼用・壁掛け型・冷房能力2.8 kWクラス・省エネル
ギー型の代表機種の年間電力消費量の単純平均値は、1994年
に412 kWh、2005年に227 kWhと半分近くに減った。出典：日
本エネルギー経済研究所編「2006年版 エネルギー・経済統計
要覧」p.101.
注4）省エネルギーセンターHP（http: //www.eccj .or.jp/
catalog/2006s/memo/13.html）
注5）普及台数は、100世帯あたりの保有台数255.5台（2007年
3月、出典：内閣府「消費動向調査」）と、日本の世帯数5,171万
世帯（2007年3月、出典：総務省「住民基本台帳」）とから約1億
3000万台と推定した。

どの研究に従事。本論文では消費者選好モデルの構築とコンジョイ
ント分析を担当した。

査読者との議論 
議論1　研究目標の明確化とモデルの検討過程の記述について　
質問・コメント（持丸 正明）
“構成学”としてみたとき、当該論文の特徴は、3 つの技術（特に

Bass モデルと消費者選好モデルの 2 つ）を統合した点にあると理解
しました。これは、アウフベーヘン型（図 a）の構成学であると考え
ることができそうです。（小林；Synthesiology, 1（2）, p.141 （2008）） 

本研究論文は、この 2 つ（もしくは 3 つ）の技術を統合したという
点のみならず、研究目標の設定とモデルの検討を繰り返した工程にも
構成学としての情報があるように思います。Synthesiology 誌の趣旨は
「社会的に意味のある問題を解決するための技術統合に関する知識
体系のアーカイブ」にあります。第 1 節の最後の段落に書かれている
工程は、構成学としての知識のアーカイブに値すると思います。これ
を、単に「何度も繰り返した」と書くだけでなく、どのような目標設
定をして、それに応じてどのようなモデルを検討し、それを評価した
結果として、なぜ、それを断念したか、また、どういう理由で次の目
標設定をしたのかという「技術統合（構成）の検討過程」を具体的
に記載していただきたいのです。すべての検討過程を記載するのは冗
長であるかも知れませんが、重要な検討過程をピックアップして記述
することで、「なぜ、これらのモデルを選び、組み合わせたか」「この
モデルの組合せによる（当面の）技術的限界がどこにあるか」などを
明らかにできると考えます。

その場合、論文の章立てをどのようにするかも難しいところです。
第 2 節（目標の明確化）の末尾に書かれているとおり目標のうち明確
に決定されていたものと自由度を持っていたものがあり、これらの自
由度のある目標の設定が、第 3 節のモデルの統合といかに関わった
のか、どのような検討過程と評価を経て、目標設定とモデルとが収斂
したのかを、第 4 節（冒頭、もしくは、末尾）に述べて頂くというの
ではどうでしょうか。

回答（松本 光崇）
現象をモデル化する場合、特に自然現象よりも人間現象や社会現

象をモデル化する場合には、現象の全側面をモデル化することはで
きませんから、常に「現象のどの側面に焦点を当てるのか（＝目標設
定）」を明確にしながらモデルを検討していくことが本質的に重要に
なると考えます。またその過程でモデルの良し悪しを判断する基準は
最終的には「説得力」ということになると思いますが、自然現象の場
合はモデルや理論がいかに正確に現象を説明し再現するかが説得力
の拠り所になるのに対して、人間現象・社会現象の場合には実験が
困難なため再現性を説得力にできないことが少なくありません。その
場合に何をもってモデルの説得性とするかを考える必要があります。

図 a　構成方法のタイプ
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いただいたご指摘を踏まえ、本稿では 4.1 節を新たに設け、目標設
定とモデル検討の過程を記述して（図 3）、本研究で拠り所にした説
得性についての記述を加えました。要点は、目標設定については「普
及予測の対象が短期（数年スパン）か長期（数十年スパン）か」が
モデル選択の判断基準になり、説得性については「類推の説得性」、
この場合は、環境製品の普及速度を評価するのに、「なぜこの予測
結果か？」と問われたときに、「過去の類似製品の普及速度もこれく
らいであった」と回答する論理にしたという点を強調しました。

議論2　研究の目指す究極のゴール（夢）について
質問・コメント（持丸 正明）

産業技術が社会に受容されていく工程を研究対象とし、その計算
論的なモデルを構築するのは意義のあることだと理解します。今回は
具体的事例として経済産業省の調査事業を取り上げてありますが、
そもそも、このような社会受容モデルが行き着く先（研究者の夢と社
会的価値）を冒頭で示して下さい。たとえば、本論文の末尾に書か
れてあるようなことです。通常の学術論文では、当該論文で解決す
る具体的課題の意義と困難性を冒頭に書き、末尾に今後の展望と展
開を記載するのが一般的です。Synthesiology 誌では、あえて研究者
の夢（当該論文では解決し切れていないが、将来実現したい社会像）
を冒頭に描き出し、それを具体化していくステップとして、どうして当
該論文のような課題設定を選んだかということを書くように推奨して
おります。それは、大きな夢をステップを踏んで実現していく考え方（知
識体系）もまた“構成学”であると考えるためです。

回答（松本 光崇）
夢として、技術と社会の相互関係をより深く理解したいという思い

があります。昨今企業では技術経営（MOT）やイノベーション経営と
いったことが、政策でも Science of Science Policy といったことが
言われます。いずれも技術と社会の関係の理解の追求と言えます。そ
うした内容と密接に関連します。本研究はその中でマーケットに近い
部分を扱ったものと言えます。またその夢を追求するアプローチとし
ては、研究テーマを一つ一つ実施しながらそれらがその大きな目標
に向かって積み重なっていくという形になれば理想的であると考えて
います。目標につきまして本稿の冒頭に記述を加えました。

議論3　消費者選好モデルの時代依存性について
質問・コメント（持丸 正明）

消費者選好モデルの表現とそのパラメータ取得方法は有効なもの
であると理解しています。その上での質問です。このような消費者選
好モデルは、時代依存性（社会的コンセンサスの影響）があるように
思います。たとえば、「環境意識の高まり」というような社会的な時
代変化が Ht の値に影響するのではないでしょうか。

回答（松本 光崇）
ご指摘のとおり消費者選好の時代依存性は多分にあると考えま

す。回答 1 のモデル選択にもそのことが深く関係しました。ベースの
モデルを消費者選好モデルから Bass モデルに変えたのも、消費者選

好が時代とともに変化するため前者をモデルのベースにするのは困難
と判断したためでした。この研究では消費者選好の時代依存性につ
いてはシナリオとして扱うことにしました。具体的には、例えば環境
意識の高まりについては、消費者の製品の環境イメージに対する重要
度（モデルでは式（6）の “Wi 環境イメージ”）が高まるとして、本稿
の補助金シナリオと同様の形で評価をしました。現実世界で消費者の
環境意識がどの程度変化しているかという点は興味深いところです。

議論4　モデルの検証について
質問・コメント（持丸 正明）

実社会での人間集団的行動のモデルですから、その検証が難しい
ことはよく理解できます。まず、基本的な検証としてパラメータ感度の
確認というのは、現時点でも可能な検証方法ではないでしょうか。統
合モデルにおいて必要なパラメータを類似現象や実験データによって
決定していますが、これらのうちどのパラメータが予測に強く影響す
るのか、パラメータの同定にどの程度の慎重さが必要となるのかは、
シミュレーション解析できるかと思います。

もう1 つの方策として、実社会ですでに実施した社会政策介入と技
術普及の度合いが、本手法のモデルによってどの程度再現できるかを
検証するという方法が考えられます。たとえば、カリフォルニア州で実
施したハイブリッド車の道路優遇が、技術普及にどの程度影響した
かを、近縁他州と比較しながら、本手法のモデルによって再現を試
みるというような方策です。実際に検証する（そのデータを得る）の
は困難性を伴うようにも思いますが、その場合には、どういう困難性
があるかを示していただけると助かります。

回答（松本 光崇）
検証については苦慮しているところです。過去の製品の普及推移

と、物価統計から得た価格変化データを使って、製品価格と普及率
変化の関係を統計的に抽出することも試みましたが、統計的に有意
な結果が得られませんでした。パラメータ感度という点では、製品価
格、ランニングコスト（電気代／ガソリン代）、環境性能向上、環境
意識、の変化が製品普及に及ぼす影響を探索する作業をしました。
相対的な感度は基本的にコンジョイント分析の結果に依存します。想
定される変化範囲内で感度分析をした結果では、環境性能の向上が
普及促進に有効であるという結果を得ました。絶対的な感度につい
ては、感覚的には本モデルは感度が鈍目なモデルであるかもしれま
せん。結果（図 9）でシナリオによってあまり変化がないことからもう
かがえるかと思います。そこでご示唆をいただいたもう1 つの方策で
す。カリフォルニア州の施策の検討は非常に興味深いものです。現在
そうした政策評価の既存研究を調査しています。検証材料としては、
例えば家庭用太陽光発電システムは自治体によって補助金金額が異
なっていますので、その普及との関係性であるとか、また環境製品で
はありませんが、自動車の ETC などは高速料金割引によって相当に
強力な普及促進策を取っています。普及促進策の効果を見るには面
白い事例です。検証についてはいくつかの観点から現在取り組んで
いる課題です。


